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Ⅰ．はじめに

租税制度に関しては公平、中立、簡素が三原則とされている。このうち、
納税者の最も関心の高い原則は、第一番目に挙げた「公平性」の問題である。

公平性を考える場合、現代租税論においては、水平的公平と垂直的公平
の二側面があることとされている。

さて、この公平性の二側面は夫々次のように定義され理解されている。
すなわち、水平的公平とは同一所得（富）の納税者は同一負担を課すこと
が公平性を満たし、負担能力に応じて負担割合を課すことが垂直的公平性
を確保するものと定義されている。

租税の公平性問題に関しては数多くの論述があるが、本論においては垂
直的公平性の問題を取り上げ、納税者の心理にも視点を置きながら累進課
税制度について考察してみたい。現行我が国の税制においては、所得税法
及び相続税法（含む贈与税）が累進課税制度を採用しているが、本稿では
所得税制度を中心に議論をしていく。

Ⅱ．垂直的公平の定義

租税の根拠論によると租税利益説（受益）と租税義務説に大別される。
この租税利益説は社会契約論的国家間から、国家が国民に与える利益の対
価として租税の根拠を置くものである。一方、租税義務説は有機体的国家
観を前提に、国家目的のための納税は国民にとって当然の義務であると考
えるものである。

これら租税の根拠論を前提に租税の負担配分を考えてみる。すなわち国
家が国民にどのような租税負担を求めるのかという租税政策基準の問題で
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ある。
先ず、租税利益説で考えると、国家の提供する公共サービスの受益に応

じて租税を負担するのが公正であるとするものである。一方租税義務説で
は、租税は経済力に応じて負担することが公正と考えるものである。

国家からの受益は個別に測れるものではなく、一般的報償を意味するも
のであり無償性が正当化され租税とは国家メンバーの会費と解される。そ
こから導き公正公平な課税政策を考えていくとき、等しい経済力の人々の
等しい取扱いと、異なる経済力の人々の異なる取扱いという二つの側面が
出てくる。前者を水平的公平、後者を垂直的公平と称する。すなわち垂直
的公平とは、納税者の担税力に応じて負担配分することが公平性に適って
いるということである。

Ⅲ．累進課税制度の根拠について

垂直的公平性確保の手段として累進課税制度が最も適っている、と言わ
れている。すなわち高所得者（富者）ほど相対的に高い税負担になること
を要求するもので、Ａ．ワグナーの租税原則あたりから強く主張されはじ
めた。累進課税制度に関する歴史変遷については後述するが、Ａ．ワグ
ナーは市場による所得配分を公正なものではなく、修正すべきであると考
え、所得に比例して課税することが公平ではなく、累進的に課税すること
こそが公平だとしている。租税の役割として所得再分配、徴税面で担税力
に重きを置くという主張であり現代の租税理論の大前提となっている。

累進課税の根拠について多くの議論があるが未だ正当化できる理論は出
現していない。その主な論を三説に要約して次に記しておこう。

多くの論者に支持されているものに平等犠牲説がある。この論には①絶
対的平等犠牲説、②比例平等犠牲説及び③限界平等犠牲説がある。①は所
得の多寡にかかわらず定額税を課し、②の論については比例税率によるフ
ラットタックスがイメージされる。③の限界平等犠牲説では高額所得者ほ
ど増加所得一単位当たりの効用が低減するので、高率課税が可能であると
する論でこれが累進課税適用の根拠になると思われる。
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次に富裕層課税に最も大きな政治的支持が現れるとされるのが補償説で
ある。政府の活動に起因し財産や所得分配に不平等が生じた場合、これを
補償するため富裕者課税（累進課税）を是認するものを補償説と称する。
例えば、フラット税率の一般消費税など採用による逆進性を相殺するため
累進性を高めるようなケースがこの補償説で説明が出来るであろう。

三番目の説として支払能力説がある。高所得者や資産家ほど多くの所得
を得て財産を増やしていくことが出来、富者は益々豊かになっていき格差
は拡大の一途を辿る。従って格差を是正し所得を平準化していくために累
進課税を必要とする考え方である。すなわち担税力に応じた税制度を強く
推進する理論的支柱になっているものである。

我が国税制における法的基礎は憲法１４条「法の下の平等」を受けての「租
税平等主義」である。この平等（公平）の観点から上記のような三説が議
論されている。

Ⅳ．累進課税制度の歴史・変遷

累進課税理論は既に１６世紀のフィレンツェにおいて富裕層課税が主張さ
れていた１との歴史が紹介されている。１９世紀Ａ．ワグナーの有名な租税原
則にも明快に打ちだされていた。これは租税負担の公平を求める公平性の
原則を公正の概念を持ち出している。Ａ．ワグナーは市場による所得分配
を公正だとは考えていないため所得分配を修正すべきだとして所得に対し
て累進的に課税することこそ公平だとしている。すなわち、租税の役割と
して、所得再分配、徴税面では担税力に重きをおくという主張であり現在
の租税理論の大前提となっている。

一方Ａ．スミスも公平の原則を租税原則の一つとして提唱しているが、
所得に比例して課税することこそが公平だ２と論じている。

累進課税制度は今では当然の前提として受け入れられているが、その導
入はそう古くはなく２０世紀初頭英国の首相Ｌ．ジョージによるものと言わ
れている。Ｌ．ジョージは税制の歴史を劇的に変えた人物で、その税制は
「税率革命」と言われている。この施策は国民所得の平均化を急進的に実
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行しようとするもので、後の英国の衰退の大きな要因になったものと言わ
れている。

その後サッチャー政権誕生まで「最大多数の最大幸福」、「揺りかごから
墓場まで」といった社会主義的思考から累進課税制度は英国キャラハン政
権時代には所得税の最高税率８３％、不労所得の最高税率９８％にも達したと
いわれている。

さて、国内の所得税制における税率の変遷に目を転じると興味深い。我
が国に所得税制度が導入されたのは明治２０年であり、産業の大部分が零細
農業で未だ資本主義経済が成立していない状態であった。当時の政治経済
環境からも近代化を急ぐ必要に迫られ財政需要確保が喫緊の課題であった。
地租と酒税による圧倒的な財源比重を是正し新たな税源を確保する目的で
所得税制度の創設がなされた。税率は驚くべきことに５段階の所得階層別
に単純累進税率（１％～３％）が採用されていたのである。明治３２年にな
ると税率のキザミ（ブラケット）が１％から５．５％の１２段階の単純累進税
率へと改正された。

画期的なのは、大正２年に超過累進税率が初めて採用されたことであり、
２．５％から２２％までの１３段階区分をもつことになった。これにより上位ブ
ラケットに該当する納税者との逆転現象がなくなり税制面で改善されたと
いえ、この流れが今日まで続いているとみてよいであろう。

その後、税率及びキザミ（ブラケット）は頻繁に改定され、最高税率は
８５％３までに昇ってしまったことがあったが、シャウプ税制で最高税率
５５％、ブラケット７段階に緩和・簡素化された。しかしながら戦後税制で
はこのシャウプ税制からの離反の歴史といわれたようにピーク１９ブラケッ
ト、最高税率７５％（住民税所得割と合算すると８８％）に達した時代もあった。

オイルショックを経て１９８０年代になると日本経済は外需依存体質を内需
主導型経済へと移行してきた。この時期サッチャー、レーガン税制の流れ
を汲み中曽根、竹下政権時代の抜本的税制改革によりブラケットの縮減
（累進度合いの低下）、最高税率の引下げが行われたのである。当時（平
成元年度）はブラケット数５段階、最高税率５０％となっている。（昭和５０
年代後半以降の所得税率推移は後記表１３参照）
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１９８９年（平成元年）をピークにバブル経済は崩壊し、日本経済は長期に
亘る低迷期に陥りデフレ経済に突入した。併せて急速に進む少子高齢化国
家の先頭にたってしまい財政状況は深刻化している。景気低迷による税収
難、膨れあがる年金・保険支出に対応すべく政権が倒れるような逆風も乗
り越え大型間接税である一般消費税（付加価値税）を創設した。新税創設
に際しては、一時的に所得税減税と抱き合わせ政策によって反対を躱す策
を講じ所得税による増税や累進度合い引き上げは採り入れていなかった。

しかしながら、経済低迷期に問題となる所得格差が社会問題となり、次
表のとおり若干の累進度引き上げや富裕層に対しての所得控除縮減策を
徐々に取り入れてきて現在に至っている。ここで累進課税による負担差異
を次表１、２において確認してみよう。

本試算から、適用税率のみでなく、現行税制によると給与所得控除及び
配偶者控除の所得控除適用可否により累進課税度合いが高まっている。

表１ 現行所得税（平成３０年分）における税率表

課税所得金額（所得控除後） 税率 控除額（円）

１，０００円～ １，９４９，０００円 ５％ ０

１，９５０，０００円～ ３，２９９，０００円 １０％ ９７，５００

３，３００，０００円～ ６，９４９，０００円 ２０％ ４２７，５００

６，９５０，０００円～ ８，９９９，０００円 ２３％ ６３６，０００

９，０００，０００円～１７，９９９，０００円 ３３％ １，５３６，０００

１８，０００，０００円～３９，９９９，０００円 ４０％ ２，７９６，０００

４０，０００，０００円～ ４５％ ４，７９６，０００

（注）税率ゴシック段階（２３％、３３％）の中間所得層に対し激変緩和策が講じられて
いる。

出所：国税庁HP「№２２６０ 所得税の税率」より筆者加筆
（ホーム／税の情報・手続・用紙／税について調べる／タックスアンサー（よ
くある税の質問）／所得税／№２２６０ 所得税の税率）
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Ⅴ．累進課税制度批判

これまでの記述を前提に、ここで本論の中心課題である累進課税制度批
判を論述する。

１．累進課税制度は公平か。
累進課税制度は、その根拠論で示した通り税負担の平等と所得再分配を

同時に満たす優れた税制であると認識され多くの国で採用されている。そ
もそも１９世紀に累進課税制度を指示した人々の目的は財政需要を満たすた
めに必要な税負担をいかにして平等に課すかということであり所得再分配
ではなかった。２０世紀になって累進課税の目的が公正な所得分配の実現に
変わったのは科学的な議論を根拠によるものではなく、政治的な要請から
行われてきたものである４と、ハイエクが述べている。

２．累進課税制度の要請
現在、累進課税制度を要請する理由は担税力による応分の負担が税の公

平性を担保し所得格差是正に寄与している、と説明されている。前述した
ように税の機能として累進課税によって所得再配分効果が得られる、とす
るものである。しかしながら、Ｋ．シーブ他（２０１８）は過去の累進課税制

表２ 給与所得者階層別実効税率試算表

給与年収① 税額② 可処分所得（①－②）
実効税率％
（②／①）

２４０万円 ３７，０００ ２，３６３，０００ １．５４

３６０万円 ７９，０００ ３，５２１，０００ ２．１９

６００万円 ２７２，５００ ５，７２７，５００ ４．５４

１２００万円 １，５２９，７００ １０，４７０，３００ １２．７５

２４００万円 ５，７７２，０００ １８，２２８，０００ ２４．１０

５０００万円 １６，５４３，０００ ３３，４５７，０００ ３３．１０

１億円 ３９，０４３，０００ ６０，９５７，０００ ３９．０４

（注１）試算モデルは配偶者（専業主婦）あり、その他子供は扶養控除対象外
（注２）給与収入２４００万円以上は配偶者控除適用外
出所：筆者作成
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図１ 幸福量比較（幸福量を勤労と余暇の和とした場合）

度（富裕者課税）の支持は戦争のための大規模動員に伴ったものだ５と主
張されている。大規模動員に際し労働者階級が徴兵されるのであれば、資
本家階級にも同様のことが要求され富裕層には他の国民より高い税を課す
ことでその目的を達する手段の一つである。

また、富裕層課税（累進課税）を強化するということは、それ以外の国
民の利益に適うと考えているからで、結果の不平等が機会の不平等から生
じていると信じているからでもある。従って、政府は多数派を占める富裕
層以外の多数派の国民の支持を取り付けることができる累進課税制度を推
進することになる。「民主主義国は不平等が大きくなると富裕層に課税す
る」、と言われる所以でもある。我が国の所得税制度も最もフラット化が
進んだ時期はバブルの頂点に近い時期であったことで、バブル崩壊後の長
期低迷期になると徐々に累進課税制度が復活しつつあることも、これに符
合する。

３．経済的分配の公平性が全てか
多分に哲学的議論になるが、人生における幸福や成功の要因は何であろ

うか。筆者は努力、能力、運の三つと考える。能力は単なる学力等でない
ことは自明である。あらゆる分野から選択したものに没入することが出来
る力であると単純化しても間違いではなかろう。運は勿論チャンスを引き
寄せる力である。しかしながら、現実社会では経済至上主義が蔓延ってい
るようだが、多様な生き方が選択できる世の中になってきて、経済的分配
の公平性確保を至上命題にするのは大いに疑問を呈する。

ここである人物比較のケースを考えてみよう。

Ａ、Ｂ二名の人物は、同程度の能力、生産手段を有している。Ａは稼得
利益は多いが、過酷な仕事に従事している。一方Ｂは趣味人で、暇があり
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楽な仕事を選んでいる。この場合、Ａ、Ｂとも平等な所得を得ていたら、
これは結果の平等で実質不平等と言わざるを得ない。

図１では①＋②＝③＋④となっているにもかかわらず、勤労収入に所得
格差が生じたとし、政府が累進課税を通じて所得再分配を行い結果収入平
等にしたら、Ａは納税差額分だけ幸せを失うことになる。まさに、政府に
よる富（幸福）の収奪といえよう（左向き矢印は徴税、右向き矢印は所得
再分配）。①＋②＜③＋④

４．累進課税制度はどんなマイナスをもたらすか。
ここまで累進課税制度批判を述べてきたが、最後に制度がもたらすであ

ろうマイナス面をいくつか列挙してみたい。
⑴ 労働インセンティブを低下させるというものであり、多くの研究が

ある。過酷な累進制度が適用されると勤労意欲が削がれ社会の労働
生産性は急低下しかねない。リスクをとって起業しても累進的に高
額課税されると社会に有用な仕事への参入意欲が失せることになり、
経済の活性化が阻まれることになるであろう。

⑵ 高所得者、富裕者に対し本論３頁記載のごとく最高税率９０％近くに
達する過度な累進税率は当に懲罰的であり、これは「分配の正義」
の仮面をかぶった６嫉妬心を助長し社会不安定要因が増える懸念が
ある。

⑶ 前記⑴と同様事業家の場合を考えると資本形成に悪影響を及ぼす。
得た所得の大部分を納税することになり新たな投資を行えなくなる、
というように経済発展を抑え込む効果を持つことになる。

⑷ ノブレスオブリージェの精神を持った富裕者、篤志家を排除するこ
とにより歴史、伝統の継承者が薄れてくる。

⑸ 租税回避行動が活発化しその捕捉のための税制度改正等Tax Ex-
penditureが増大する。

Ⅵ．累進課税制度の代替手段はあるか。

次に直近３５年間の税率税収等推移を記す。
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表３ 税率税収等推移表
年度 ブラケット 税率範囲 所得税収（兆円） GDP（兆円）

昭和５８年 １９ １０％～７５％ １３．６ ２９５．３
５９年 １５ １０．５％～７０％ １４．１ ３１３．１
６０年 １５ １０．５％～７０％ １５．４ ３３３．７
６１年 １５ １０．５％～６０％ １６．８ ３６６．３
６２年 １２ １０％～６０％ １７．４ ３９３．６
６３年 ６ １０％～６０％ １７．９ ４２１．５

平成元年 ５ １０％～５０％ ２１．４ ４５３．６
２年 ５ １０％～５０％ ２６．０ ４８２．８
３年 ５ １０％～５０％ ２６．７ ４９５．１
４年 ５ １０％～５０％ ２３．２ ４９５．３
５年 ５ １０％～５０％ ２３．７ ５０１．５
６年 ５ １０％～５０％ ２０．４ ５１２．５
７年 ５ １０％～５０％ １９．５ ５２５．８
８年 ５ １０％～５０％ １９．０ ５３４．１
９年 ５ １０％～５０％ １９．２ ５２７．９
１０年 ５ １０％～５０％ １７．０ ５１９．７
１１年 ４ １０％～３７％ １５．４ ５２６．７
１２年 ４ １０％～３７％ １８．８ ５２３．０
１３年 ４ １０％～３７％ １７．８ ５１５．４
１４年 ４ １０％～３７％ １４．８ ５２０．９
１５年 ４ １０％～３７％ １３．９ ５２４．１
１６年 ４ １０％～３７％ １４．７ ５２６．９
１７年 ４ １０％～３７％ １５．６ ５３１．７
１８年 ４ １０％～３７％ １４．１ ５２０．７
１９年 ６ ５％～４０％ １６．３ ４８９．５
２０年 ６ ５％～４０％ １５．０ ５００．３
２１年 ６ ５％～４０％ １２．９ ４９１．４
２２年 ６ ５％～４０％ １３．０ ４９４．９
２３年 ６ ５％～４０％ １３．５ ５０３．２
２４年 ６ ５％～４０％ １４．０ ５１３．９
２５年 ６ ５％～４０％ １５．５ ５３１．３
２６年 ６ ５％～４０％ １６．８ ５３５．９
２７年 ７ ５％～４５％ １７．６ ５４５．１
２８年 ７ ５％～４５％ １８．６ ５４９．０
２９年 ７ ５％～４５％ １９．０ ５５７．８

（注１）ブラケット数及び所得税税率は各年分の所得税法に基づく
（注２）各年分の所得税収は財務省公表データ
（注３）GDPは名目値
出所：筆者作成
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従来我が国の財政が目指すところは、高福祉、低負担であった。このよ
うな虫の良いことが続く筈がない。既に突入してしまった少子高齢化社会
では、高福祉か中福祉か、高負担か中負担かの選択を迫られており、政府
は中長期的な国家のあるべき姿を明示していくことが必要であろう。

経済財政面でみれば、既述の通りあれだけ凋落した英国がサッチャー改
革により蘇ったのはひとえに税率の引下げ、累進度合いの緩和を果敢に実
施したことに尽きる。

ついては累進度合いの引下げ、限りなくフラット税制へ近づけるべきと
考える。次表のとおり昭和５０年代後半以降の所得税におけるブラケット数、
税率、税収（所得税）、GDPの推移を記した。

上記表はかなり長期間のトレンドを見ることが出来、これによると所得
税による税収確保の観点からは、累進度合いが引き下げられても税収急減
は見られず、景気動向（GDP）に影響を受ける事が分かる。更に対GDP
比率は概ね３％程度なので、所得税の課税標準がGDPに占める割合にも
より極論ではあるが、３～５％程度のフラット税率でも税収確保は達成で
きるのではないかと考えられる。

Ⅶ．おわりに

本論での主題である累進課税制度は、公平性の観点から現状圧倒的に支
持されており、垂直的公平の代名詞でもある。過去に疑問を呈され大きく
見直されたのは、本論前半でも触れたが、サッチャー改革で取り上げられ
た時である。この流れをくむ経済理論はシカゴ学派と称されている新自由
主義者といわれていた。規制緩和、市場重視、小さな政府を目指す強者の
論理と敬遠されてきた。筆者が今頃取り上げるのは時代遅れの感があるが、
見直してみると決して強欲な拝金主義者論理とは思えない。

富者から貧者への富の移転による所得再分配により達成するツールとし
ての累進課税制度では、結果平等になったとしても競争が無意味になり新
たなイノベーションは起こらないので、社会に活気が失われてしまう。常
に新技術開発、新商品、新サービスが生まれ社会全体が活気にあふれ豊か
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になった場合、国家による強制的に徴収した税を再配分するのではなく、
ノブレスオブリージュとして寄附金文化が浸透しないものかと考える。

我が国は、個別事象において種々問題はあるものの国民のレベルも高く
成熟した社会を確立していると思われる。この状況を更に政府（国家）に
寄りかかり益々大きな政府を目指すのが正解であろうか。福祉の充実等全
て国家予算（主として税収）に頼り切るのではなく、寄附金文化を醸成し
て真の国民相互間の助け合いによる社会はできないものであろうか。話題
になっている「ふるさと納税制度」への規制は中央集権の強化に結び付か
ないか、と危惧する。この点、税制面でも更に充実した寄附金税制を検討
する必要性が大いにあると考える。

福祉社会が行きわたり安心して暮らしが出来る社会は理想ではあるが、
我が国においても福祉・年金問題でも「損か得か」の観点から議論され政
府への依存体質が強まっているのは否めない。真に必要不可欠なセーフ
ティーネット確立は当然のこととした上で、国民（納税者）一人一人が自
助自立の精神を発揮して、自由で豊かな国にしていきたいものである。

本章冒頭のサッチャー改革の思想的ブレーンはF．Ａ．ハイエクと言われ
ている。古希を過ぎ後半人生僅かとなった筆者はハイエクの経済思想を研
究テーマとして残り期間を費やしてみたい。

本論では極論・暴論のため数多い誤謬が目立つことと感じているので、
ぜひご指摘、ご助言を願いたい。 以上
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